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はじめに
　現代中国の政治体制改革と労働をめぐる一連の政治過程の分析では、労働組合（以下、工会と略称）を
政治体制改革の模索期（80－86年）と本格的政治体制改革に着手された全面的展開期（87－89年）という
二つの「質的」内容によって区別することに、現実社会に対する方法的有意性（relevancy）が認められる。
この工会という具体的社会集団を媒介にした民主化の模索期において、労働者が工会活動を通じ、都市
での経済体制に直接参与する権利を党中央から与えられたことの意味はけっして小さなものではない。
「党の第12期三中全会精神を真剣に貫徹し、工会組織の経済体制改革における役割を十分に果たす決議」
（1984年12月）によって、工会は労働者を改革の前面に立たせ、経済改革の促進と、社会的生産力の一
端を担うこととなり、企業活力の増強、生産力の発展を目指した活動の展開、健全な労働者代表大会制
の確立、企業の自立的管理の促進、積極的な分配制度と福利厚生の改革への参与、労働者の収入増など
を、実態はともかく、少なくとも制度的には提起できるようになっていた。85年の政治過程参加（参政
議政）の制度化以来、党の指導によらない工場長単独責任制の施行が着実に広がり、工場長の責任が重
みを増すにつれて労働者や工会の責任も重くなったことは、労働者個人の利益と企業の経済効率とを密
接に結びつけ、主人公としての責任感と企業管理に参加する積極性、主体性を強化することに多かれ少
なかれ繋がったといえる。その意味で、工会も単に利益表出団体としての経済的機能にとどまらず、徐々
に西側の労働組合と同じように企業社会に対する政治的機能を兼ね備えるようになっていたのである。
　たしかに当時、多くの労働者が企業の自立的管理の過程に参加し、自立的管理の決定プロセスに参与
することでその責任と主体性が強化されただけでなく、労使間で締結された相互保証協約の実施によっ
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て労働生産性の向上にも少なからず寄与していた。だが、その労働生産性の向上による企業全体として
の利益増が労働者に適切に再分配されたのかについてはけっして明らかでなく、労働者の権益の擁護と
いう角度から見た場合、この点が当時の自立的管理システムの限界であったといえる。政治体制改革の
模索期の工会とは、党（政）・労・使という各アクターのもつ権力が分立した三（四）者による共同責任体
制へと組み込まれっつも、けっして社会主義国家の「主人公」である労働者を代表すべき自立（＝自律）
的社会集団としてその多元的権力が承認されたことを意味しなかったのである。当時の中国の工会は「制
度化された多元主義」（institutional　pluralis皿）というよりも、むしろ既述の三者による共同責任体制
に埋没しつつ、党＝国家の「四つの基本原則」という強固な枠組の中でのみ、制度化され、許容された
民主化を推進していたに過ぎなかったといえる1。
　したがって、ここでは政治体制改革の模索期（80－86年）で成し遂げられたものを基礎に、本格的政
治体制改革に着手された全面的展開期（87－89年）において、労働者参加型の企業管理制度がいかに構築
されていったかについて検討する。とりわけ、天安門事件（89年6月）へと至るプロセスにおいて工会が
民主化に対して果たした主な役割、そしてそれをとりまく政治状況や制度的枠組みの変容について、ケ
ーススタディを交えながら考察したい。
　1、使用者、党委員会、工会による「三権鼎立」状態をいかに克服するか？
　工場長責任制実施（86年）以降、党政の影響力が大きく弱まったとはいえ、使用者、党委員会、工会の
三者が自律的に「三権分立」しているのではなく、企業の自立的管理が強化されたというよりも、「党の
指導」の下で単に「三権鼎立」しているにすぎないという評価がされることが多かった2。たしかに、こ
れは見方によっては、企業統治体制におけるこれら三つの構成要素の間で多元的な分立が可能になった
という言い方ができるかもしれない。だが問題は、工場（企業）の自主権を行使する主体が労働者（工会）
によって代表されるのか、それとも工場長によって代表されるのかが不明瞭であり、その結果、工会の
国家に対する自律性がどの程度確保されていたのかが明確でなくなり、企業統治体制における工会を媒
介とした政治的多元主義が成立したとみなすことが困難であることにあった。だからといって工場長単
且「制度的多元主義」とは、もともとブレジネフ時代（70年代）の旧ソ連において、一定範囲のレベルで拡大しつつあ
　った諸個人の自由、社会政策における平等主義、政治的トップリーダーシップの下での権力の分散などを研究する
際に用いられた分析枠組のことを指している。J．ハブによる定式化以来、「制度化された多元主義」
　（institutionalized　pluralism）、あるいは「中央集権化された多元主義」（centralized　pluralism）と呼ばれ、社
会主義体制研究の一っの方法論的準拠枠組となってきた。それは西側社会における、制度によって制限されていな
い「政治的多元主義」とは厳密に区別されている。これについては、Jerry　F．　H・ugh，　The　S・viet　Uni・n　and　Social
Science　Theory（Cambridge：Harvard　University　Press，1977），　p．22，及びArchie　Brown，“Pluralism，　Power，
　and　the　Soviet　System：AComparative　Perspective，”　Susan　Gross　Solomon　ed．，　Pluralism　in　the　Soviet　Union：
Essays　in　Honour　of　H．　Gordon　Skilling（New　York：St．　Martin’sPress，1983），　p．64．を参照。なお、郡小平
時代の政治をJ・リンスの権威主義体制とともに制度的多元主義としてとらえる論考としては、毛里和子『現代中
　国政治』（名古屋大学出版会、2004年）、第7章「トップリーダーと政治体制一毛沢東と郵小平」がある。政治体
制改革の模索期（80－86年）における社会集団としての工会を媒介とする民主化（＝集団的民主化）の意味とその具体
　的展開については、拙稿「中国における政治体制改革と自立的企業管理の模索」（『明治大学社会科学研究所紀要』、
第44巻第2号、2006年3月）を参照。
2中華全国総工会組織部編『基層工会改革的思考与実践』（海洋出版社、1988年）、102頁。こうした三権鼎
立の問題は80年代末、工会の場合と同じような政治構造で地方の行政でも見られ、一部地方の党委員会、人民委員
代表、政府との間で軋櫟、対立が目立ち始め、政策決定、指揮権、監督権を誰が行使するのかという問題が生じて
いた（天児慧『現代中国一移行期の政治社会』、東京大学出版会、1998年、63頁）。
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独責任制においては工場長がいさえすれば、工会も党委員会も何ら独自の機能を果たしえないとする見
方も不適切であろう。李捷生が指摘したように、問題は「単に企業の指導者がどちらにあるかというこ
とだけではなく、企業内における意思決定と労使関係統轄という二重的機能を一元的に編成するか、そ
れとも分離するか」ということにあったのである3。たしかに、「国営工場工場長業務暫定執行条例」（1982
年1月）が「全民所有制工業企業工場長責任制」（86年9月）へと引き継がれ、「党委員会の指導の下で
の」という条項の削除により、工場長の自立性が大きく高まることとなったのは事実である。また同じ
86年に中央中央と国務院によって制定、施行された労働制度改革をめぐる一連の法令、条例、規定など
はいずれも、市場経済システム導入にともなう企業の自立化と活性化に少なからず役立った。だが、「党
の指導」という決定的な条項が削除されたとはいえ、そのこと自体が労働者代表大会や工会のイニシア
ティブによる「自主管理システム」の確立にそのまま結びついたわけではない。それゆえに、ここで工
会の多元的価値がさらに拡大する可能性があるとすれば、それは労働者代表大会制と労働者参加による
自立的企業管理制度をさらに充実させ、工会組織と労働者代表が企業方針の決定を審議しつつ、企業指
導幹部を監督し、合法的権益を保護するなどの面で労働者によるイニシアティブを強化し、さらに党委
と工場長をそのプロセスへ参与させることであったといえる。
　2、〈党・労・使〉三者関係の動態的変容
　自立的企業管理を進める上での諸問題の実態を把握すべく、全国総工会は1987年、四川、河北、遼寧
各省の8つの市総工会や末端工会などを尋ね、現地の指導者たちとの意見を交換したり、あるいは上海
市内の末端工会主席54名による座談会を開くなどして、工会活動の実態を調査した。企業の「下から」
の自立的管理をめぐる諸関連法規の制定や政治組織・制度の改革によってどの程度工会改革が進展した
のかを見るうえで一つの重要なポイントとなったのは、工会と党、使用者、上級工会との関係であるが、
第13回党大会以降、この三者の関係性には以下のように、具体的変化がみられる部分と旧態依然たる部
分とが共存していることが分かった。しかしながら、80年代前半までの静態的「三権鼎立」状態とのト
ータルな比較でいえば、なおも多くの問題を抱えながらも、以下で見るように、その基本的性格は明ら
かに少なからぬ変容を遂げていたといえるであろう。
　第一が、工会と党との関係についてである。中国共産党第13回全国代表大会では、党の指導制度の改
革が提出され、その指導が「政治指導」に限定され、企業の党組織は企業に対する「一元的」指導を行
わないと明確に規定された。だが、末端工会は依然として、党委員会に対し工会活動上の重大な状況に
ついて報告しなければならないことに何ら変化はなく、この問題を労働者代表大会が重要議題としてい
たのは事実である。工会指導者の候補者選出など労働者代表大会の重要な議題や企業全体に関連する重
大な活動である場合は、自主的に党委員会の意見を求め、党委員会の支持を得るべきであるとする点で
3李捷生『中国〈国営企業〉の経営と労使関係：鉄鋼産業の事例〈1950年代一90年代〉』（御茶の水書房、2000年）、
244頁。ちなみに李によると、首都鋼鉄公司の場合、党委員会のもっていた意思決定機能は、労働者代表大会へ委譲
　され、その指導を強化するという独自の改革方針が採られたという。いいかえれば、ここでは党委による企業璽一
元化統轄から意思決定過程を切り離し、それを労働者代表大会へ委譲することによって企業の自主権を著しく局め
　ることに成功したのだといえる。
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は大きな変化はなく、ここではたとえ企業の党組織がなくなったとしても、全般的な政治指導の役割は
むしろ強化されていたのである4。このように、党の指導を政治指導に限定するとはいってみたものの、
実際には旧来の「一元的」指導と厳密に区別されるべき明確な基準が存在していないことがここでの最
大の問題点であった。
　ここでいわれる党の工会に対する「政治指導」には、主として、（1）党員幹部の教育、特に党員指導幹
部が工会活動において党の路線、方針、政策を真摯に遂行し、党の意図を党員幹部の模範的行動と創造的
活動を通して、工会活動の中で実現し、（2）積極的に末端工会を支持し、上級工会の要求を実現するとと
もに、工会活動に対する意見や提案を提出する、などが含まれる。ここで企業内党委員会は工会に対して
優秀な党員の企業工会活動への参加を推薦できるが、その際にも選挙を経なければならなくなった。だが、
党委員会が推薦した候補者と工会委員会、あるいは会員代表が推薦した候補者の双方は同等の資格を有し
つつも、工会と使用者指導者の間に問題が生じた場合、党委員会は思想活動を通じて協調させ、両者の間
の矛盾解決を支援すべきとされ、重要な局面で「党の指導jは依然として継続していたのである5。
　こうした工場長責任制の下での企業党委の役割とは、党委員会が末端工会に対する指導を行わず、適
宜工会に自己の幹部の管理を行わせることにあった。党と政府を分離してからも、一部企業の党委員会
は工会活動について余りにも細かく議論し、そのことが結果的に工会の手足を束縛し、「党を以って大衆
に代える」（以党代群）という状況は改善されなかった。第13回党大会に基づけば、企業党委員会の任
務とは、企業の党組織に関する役割と監督を保障することであり、もはや事業所に対する「一元的」指
導は実施しないはずであった。企業党委はまた工会に対して直接指導を行うべきではなく、工会内の党
員の機能を発揮させ、工会が自らの責任で独立した活動ができるようになると同時に、工会自身による
幹部や責任者の管理、工会主席の選出、上級工会による認可を取得できるはずであった。工会責任者は
工会委員会によって招聰任用されるが、工会責任者の人事異動には党委でなく、上級工会の同意を得る
ことが必要になっていたのである6。
　第二が工会と使用者の関係にっいてである。末端工会とは、企業労働者利益の代表であり、企業工会
と使用者は相互依存、協力、対話協議することになっていた。しかし、長期にわたる高度の権力集中体
制、さらには工場長責任制に対する認識の甘さ、工会組織に対する理解の欠如などにより、一部の経営
者は労働者を代表する末端工会の資格、地位を承認せず、工会主席と労働協約の締結に同意せずに、甚
だしきに至っては任意に工会活動に関与し、工会主席の任命、罷免を行うことすらあった。こうした状
況は、一部の地方の県、小企業で顕著であり、工場長責任制の下で、企業経営者の権限が大きくなった
ことから、企業内党委の職能が変化し、国家はもはや直接管理できなくなっていたのである。それゆえ
に、企業工会と使用者の平等な協力、対話協議は制度的に保障されなければならず、工会と使用者との
関係もさまざまに変化していた7。
4肖錫甲、常木昌［等］「関与進一歩槁好基層工会問題的思考」、前掲『基層工会改革的思考与実践』所収、23－4頁。
5同、23頁。
6同、27－8頁。
7同、24頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－240一
　まず、工会主席の企業管理委員会への参加を可能にする制度の確立により、企業工会が企業における
重大問題の一連の方針決定に参与するようになっていた。工会主席は労働者代表の資格で企業管理委員
会に参加するだけではなく、企業工会の代表として参加することとなったのである。企業工会は労働者
全体を代表し、工場長は企業の使用者代表として労働者との間で労働協約を締結し、企業発展という共
同目標のために、相互に義務を引き受け、確実に実施すべきとされた。だが当時、この労働協約制度は
まだ十分に普及しておらず、すでに採用されている事業所の一般的協約内容も、経営者と生産者が共通
に関心を持っている生産・生活の両面が主な指標となり、制度のさらなる進展と契約内容の改善・整備
が進められた。さらに、工場長の活動報告の審議、意見、提案の提出、労働者の給与、奨励制度などの
審査決定、あるいは否決、労働者福利厚生の審議決定、幹部の評議・監督などの労働者代表大会の職権
が確立しつつあるなかで、工会がそれらの調整にあたることとなった。最後に、工会と使用者の連合協
議制度を確立すべく、使用者が工会に対し企業生産経営状況と活動予定を通達し、工会活動に対する希
望と提案を提出する一方、工会は使用者に対し労働者の要望、願望を反映させて、使用者に対し提案を
出すという制度づくりが進められつっあった8。
　第三が、工会と上級工会との関係にっいてである。末端工会と上級工会との関係の適切な処理は、実
質的に工会内部での権限の調整、工会指導機関事務の簡素化、権限の放棄、活動停滞などに左右されて
きた。企業所有制、経営方式、分配方式が異なり、労働者の要求、要望も異なるのであり、末端工会は
工会規定と法律、制度、条例に基づき、自主独立の活動を行う権限を有していた。これに対しても工会
の指導機関は、下級工会の代表であり、その主な任務とは、末端レベルでの諸問題に対する指導、協調、
支援であり、末端工会が活性化する条件を創り出し、末端幹部が末端では解決できない問題を解決する
ことにあった。
　だが、そのためには全国総工会から地方総工会、産業工会、各級工会指導機関に至るまで、組織の使
用者化をまねくような活動内容を改め、上から下への指令、要請の過多、統一的活動という弊害をでき
る限り取り除き、その負担を軽減する必要があった。上級工会機関は、末端工会の機構設置、上級組織
の開催による会議へ参加するか否かの選択権、活動の自主権などを尊重し、保障しなければならないの
である。その際、上級工会に対して末端工会は、不合理な経費の割当、人員出向などを阻止する権限を
有しており、上級工会はそれまでの党委に代わって、末端の代表として末端のために尽くすことを主要
な任務とするように変化していた9。
　こうした改革のプロセスにある工会と上級工会との関係において、上級工会の役割とは、（1）工会理論
と政策研究を強化し、末端工会を代表してさらに高いレベルで政治に参与し、労働者の切実な利益に関
する政府の政策、法律、法規などの制定に参与し、（2）具体的現実に踏み込んで調査研究し、指導の面で
の「一刀両断」、上意下達的評価という従来の方法に頼る審査活動を改め、（3）各機関・部門と産業工会
との間の関係を調整し、事務の多部門管理、煩環な上級会議、文献、活動、重複活動を簡素化して、可
8同、23－4頁。
9同、25－6頁。
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能な限り末端の負担を軽減させ、（4）末端幹部の育成訓練活動を強化し、計画的に順序立てて工会幹部の
資質を向上させること、などにあった1°。
　上海市総工会による調査では、「現在の工会は上級に対して責任をとることがあっても、党や使用者の
顔色を伺って事柄を処理し、労働者を代表することは稀で、いう事、やる事に度胸がない」と多くの労
働者が不満を抱いている一方で、他の労働者は逆に、「副工場長クラスの工会主席は上級が決定し、われ
われが選んでいるわけではない。それゆえ、当然のことながら、指導者のいうことを聞かなければなら
ない」とし、旧態依然たる指導体制のあり方を当然視すらしていることが分かった11。ここで大切なのは、
工会活動と工会幹部を大衆の評議、審査を重点にすることによって自立（自律）的な末端工会のメカニズ
ムを形成することであるが、問題は末端工会においてどの程度そうした自立（自律）的メカニズムが整
えられ、実際に機能していたのかということであろう。とりわけ、その際に注目すべきなのは、工会で
の選挙が如何に実施されてきたかである。かって上海市総工会は、市内の絹染工場などを工会主席選出
のための直接選挙のテスト施行事業所としたが、その経験に基づけば、工会での選挙とは、　（1）他薦、
自薦の形式で候補者を挙げ、投票による鯖い分け、あるいは協議によって候補者名簿を確定し、（2）候補
者は演説と答弁による「選挙戦」を通して、工会の新局面をいかに切り開くか、労働者が関心を持って
いる問題に関して、自己の見解、意見を述べ、（3）会員大会、あるいは会員代表大会を召集し、工会主席
を直接選挙によって選出する、という3段階に分けることができた。ここで工会主席の再選再任は許さ
れるが、落選者は原則として工会活動を再び行わないとされた且2。このように、それまでにみられた「三
権鼎立」という静態的状況は、企業工会内での直接選挙の実施によっても、工会と党、工会と使用者、
そして工会と上級工会との関係を少なからず流動化し、動態化していたのである。
　こうしたなか、全国総工会第10期第13回主席団会議（1988年7月）は、工会が工会自らの改革に如
何に参加するかについて集中的に議論した13。このことは、それまでの政治体制改革の対象であった工会
が、その政治体制改革のプロセスそのものへ工会改革を通して新たに参与することを意味していた。会
議で採択された「工会改革の基本構想」はまず、経済体制の改革がもたらす社会的権益の多様化と社会
矛盾の複雑化、政治体制改革が打ち出した社会主義的民主主義建設の任務が、工会に対してさらに高度
な改革を求めるものであるとし、工会による社会的役割の発揮、意欲的かつ適切な工会改革の促進を求
めた。また工会の社会的職能について、それが労働者の合法的利益と権利の擁護、労働者の改革への参
加、経済と社会発展という任務の完成、国家と社会の行政的管理への参加、企業単位の自立的管理への
参加、工会という特殊な「学校」での労働者教育であると定めた。さらに工会の建設を中国共産党の指
導下に置きつつも、独立自主、かっ民主的で、労働者に信頼される労働者階級の大衆組織たるべきであ
るとし、国家及び社会的生活において重要な役割を果たす社会政治団体となることが工会改革の目標で
あるとした。これによって工会は、それまで「三権鼎立」と呼ばれていた静態的関係性の中で埋没する
10ｯ、26頁。
11寶ﾚ麟、江時維「関与増強基層工会活力問題的研討」、同所収、29頁。
12ｯ。
13 w工人日報』、1988年8月3日及び8月4日。
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ことなく、この三者を流動化し、動態的関係性へと変えていくための権利を獲得したのである。
　3、自立的企業管理の実質的展開一末端工会のケーススタディ
　以下では、自立的企業管理体制の確立にとって大きな転換点となった第13回党大会の開催（87年10
月）以降、天安門事件へと至るプロセスにおいて、末端工会においていかなる変化が生じていたのかを、
具体的な二つの実例に即しながら検討したい。ここでは80年代前半までに「三権鼎立」と評されていた
静態的三者関係が、工会による政治過程参加（参政議政）、工場長単独責任制の導入などを経て、どのよ
うに、かつどの程度流動化し、動態化していったのか（あるいはしていないのか）がポイントになる。
　・フフホト製鉄所、内蒙古冶金建設公司など（内モンゴル自治区総工会傘下）のケース
　内モンゴル自治区総工会は88年までに、工会自身の改革をめぐるこれまでの経験を総括し、さらなる
改革を進めるべく、フフホト市で実施された工会主席の直接民主選挙のテスト施行についての調査を行
った。同総工会は、内モンゴル製鉄所、冶金建設公司、ゴム工場、電子計器第二工場、第一プラスティ
ック工場などのテスト施行事業所5カ所とフフホト特鋼工場を訪問し、党、使用者、工会の指導幹部、
労働者大衆のそれぞれと広範な座談会を行った。その結果、工会による労働者の直接選挙による末端工
会主席の選出が、工会の自立化に果たしている役割の大きさが改めて明らかとなった。
　中国工会の規約に基づけば、工会指導者は本来選挙によって選出されるべきであるが、末端工会指導
者の任命は当時はまだ、事実上、党委員会による派遣制が一般的であった。フフホト市地区の583名の
末端工会専門職正副工会主席の中で、総数の27．8％を占める162名が選挙の手順を踏んでいなかった。
その他の地域は選挙を行なっているとはいえ、候補者の「立候補」は、まず指導者が検討して「内定」
を出すのが一般的であった。場合によっては、先ず党委員会が派遣し、それから選挙が行われるなど、
労働者大衆の要望を十分に実現できておらず、選挙の方法も一般的に定数立候補者制選挙であり、挙手
による表決のため、選挙人の意志を十分に反映できなかった。候補者が選挙前に演説をすることもなく、
任期目標、方針についても語らず、質問、答弁も受け付けないので、競争原理に欠け、選挙人は十分に
比較判断することができず、選択の余地がなかった。
　工会組織は文革という10年間に及ぶ災禍を受けて崩壊した後、工会幹部の権限を強化し、速やかに健
全な末端組織を復活させ、工会活動そのものを強化するという名目で、一時期は党委による幹部派遣を
実施してきた。たしかに、当時自立的な工会活動を実施する上で、工会内部でのリーダーシップを発揮
できる基礎はなく、党委がその肩代わりをせざるを得ないという現実的要請があったかもしれない。だ
が、改革の深化に伴い、党委員会派遣制には重大な欠陥があることも明確になってきた。第一に、自己
の組織の指導者を選挙する権利を工会員が有するにもかかわらず、その行使の障害になっていたことで
ある。労働者はこの選挙方式を「形式主義」と呼び、ある工会員は手紙を書いて、工会による工会指導
者の直接選挙を積極的に呼びかけていた。第二に、党委員会派遣制が工会と労働者大衆との関係の障害
となり、「橋梁、紐帯」機能に大きな影響を与えていたことである。87年のモンゴル自治区総工会による
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労働者サンプリング調査によれば、30．1％の労働者が工会を自分の組織であると認識していないか十分
には承認しておらず、この結果と党委員会派遣制が事実上慣行化していることとの間には、一定の相関
関係のあることがわかった。したがって、同自治区総工会では、事実上の党委員会派遣制を改め、直接
民主選挙を実施して工会主席を選出することが求められたのである14。
　テスト施行に先立って、フフホト市総工会と同市委員会組織部は、「末端工会主席の民主的選挙に関す
る意見」を提案した。各テスト施行事業所は、当該事業所の実際状況に基づいて、具体的な「実施案」
を提出した。市総工会と市委員会組織部及び各テスト施行企業がまとめた約款では、　（1）工会主席の条
件を明確にするとともに、少数民族、女性からの幹部の選抜に留意し、（2）選挙の手順に基づき、選出さ
れた人を主席にすべきであり、如何なる特定の組織、個人、また方式による選挙の改革も阻止すべきで
あり、（3）審査認可手続を明確にし、実施案は上級党委員会と上級工会の認可を受けなければならない、
と規定された。とりわけ選挙結果は、直属上級工会に報告して審査認可を受け、工会主席、副主席は現
行幹部管理権限に基づき、同時に党委員会に報告し、審査認可を受けなければならず、審査認可は選挙
手順に基づいているか、工会員の願望と選挙人の意志を十分に反映しているかを明らかにすべきである
とした亘5。ここではたしかに、「上級工会と党委員会は選挙結果を改革することはできない」とされ、む
しろ上級工会は選挙の実施状況を監督する立場に置かれていたが、問題は直接介入が不可能であったと
しても、選挙結果についての承認権を握っている点において、その指導的立場は変わっていないという
事実にあった16。
　具体的な選挙の方法については、工会員が十分に相談した結果、他薦と自薦により候補者を立候補さ
せることとした。候補者の選定では、まず第一段階では条件を会員に周知させ、工会小組、あるいは分
会を単位として十分に下準備をした後、無記名投票を行い、過半数を得票した者を指導小組に報告した。
第二段階では、各末端が推薦した候補者の政治活動履歴状況を指導小組が用意し、各末端選挙単位に配
布して再討議に付し、無記名投票によって規定の定員数を選出して、指導小組に報告した。第三段階で
は、指導小組が会員大衆の要望を審査認可し、確定した後、候補者として会員大会、あるいは会員代表
大会に引き渡して、選挙を実施することとした17。
　こうした選挙改革によって指導体制が少なからず民主化された結果、フフホト市では工会主席の資質
は顕著に向上していた。第一に年齢が若返り、従来の平均年齢であった56．5歳から、1988年までに36
歳にまで下降していた。第二に高学歴化し、従来は中学卒業、あるいはそれ以下が71．4％を占めていた
が、高卒及び高卒以上が88．8％で、大専卒以上が62．5％と向上していた。第三に、労働者の工会活動に
対する熱意が急速に高まり、強力な事業意欲と責任感を持っようになった。第四に、当選した工会主席
のうち、88．8％が元々企業の中堅幹部であったことから、企業経営管理を熟知して、党政との関係を正
確に処理することができるようになり、その結果工会主席の62．5％が現場、末端から選ばれ、労働者大
14内蒙古自治区総工会調査組「基層工会主席実行直接民主選挙是実現工会組織群衆化民主化的一条重要途径」、前掲『基
　層工会改革的思考与実践』所収、46－7頁。
15同、48頁。
16ｯ。
17ｯ、49頁。
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衆と密接な関係が築かれるようになった18。
　・天津市総工会傘下の末端工会のケース
　工会自身の改革という時代的要請を背景にして、天津市総工会組織部、研究室は1988年までに、事実
上委員会派遣制になっていた末端工会指導幹部任用を改め、選挙の円滑な実施に関する調査を行った。
一般的状況を把握するとともに、相前後して20余りの末端と企業4社との話合い、インタビュー、座談
会などの形式で深く交流し、異なるレベルの労働者、工会幹部、党政指導者200余名と接触すると同時
に、11の末端1080名の労働者に対してアンケート調査を実施した19。
　この調査の結果により、改革の深化に伴って事実上の委員会派遣制の弊害がますます顕著に露呈して
きており、末端工会指導幹部に対する選挙実施は必至の状況にあることが明らかになった。同市総工会
は同じ頃、11ヶ所の末端1080名の労働者に対してアンケート調査を実施したが、工会指導者の選挙を要
求する人は945名に達していた。労働者からは、「会員が自分の指導者を選挙する権利もなくて、労働者
大衆組織といえるのか」との疑問が投げかけられる一方、「工会自体が民主的でないのに、労働者の民主
的権利のために闘うなどできるはずがない」との嘆きの声が寄せられた。市総工会はこの調査で、選挙
の実施過程で大衆の意志・願望に反した結果、労働者大衆の拒絶、反感をもたらしうることを明らかに
した。また当時の状況が物語っているように、末端工会の指導幹部は、委員会派遣に頼っており、実際
は困難が多く、問題が山積していた。一つには長期にわたって人員配置が整わず、また一つには「党政
が古い者を捨て、工会がそれを新たに引き受ける」といった旧来の慣行が強く、工会幹部の資質向上、
更新が難しかった。労働者は、党委員会派遣制の存在及びその弊害が、大衆の工会に対する前向きな考
えを損ない、工会の紐帯機能を喪失させ、工会を大衆から遊離させた大きな原因の一つになっていると
考えていた。また改革の深化により、さらに改革の要求と党委員会派遣制との矛盾が突出してきた。請
負制、リース制などの普及に伴い、企業内の党、使用者の権限分離以降、工会の労働者を代表する責任
はさらに重くなっていたのである2°。
　市総工会は同じ頃、天津市の機械、化工、第二軽工業、医薬、郵便電信など5っの局に属する135ヶ
所の末端工会に対して選挙の調査を実施したが、その結果、選挙は工会幹部の栄誉感、責任感を強化し、
組織制度上、幹部制度の上で工会と労働者大衆との関係の確保、工会の「官営」的性格、使用者化とい
った諸傾向の改善に効果があり、工会組織の大衆化、民主化の前提になっていることが分かった。また
選挙は、末端工会指導スタッフの改善と強化に少なからず役立っており、例えば文化工業公司の選挙を
実施している24ヶ所の末端工会では、主席の年齢は従来の平均50歳から43歳に若返り、高卒以上の学
歴の者が従来の2人から12人に増加していた。選挙の結果、迅速に工会幹部の人選ができたばかりでは
なく、1年余りの短期間に党政機関に7名を送り出している。市総工会は、すでに選挙を実施している同
市内10ヶ所の末端工会987名の労働者に対してアンケート調査を実施したが、その結果選挙前と選挙後
18ｯ、51頁。
19V津市総工会組織部研究室「民主選挙基層工会領導幹部是工会改革和建設上的重大課題」、同所収、55頁。
20ｯ、55－6頁。
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の工会活動を比較して、「従来よりもよくなった」、「少し好転した」と答えた人が総数の70％を占める
685名に上り、「従来の方がよかった」と回答した人は僅か5％にとどまることが分かった2且。
　こうしたなかで、党委が末端工会の選挙活動をすでに請負えなくなっていたことの意味は大きかった。
電信器材工場の工会での選挙では、末端党組織は得票が過半数に達しない場合、前工会主席の地位を保
証し、半ば強制的な大衆活動を行っていた。だが、指導者の越権行為により、労働者大衆の反感を買い、
一部の労働者は明らかに不適格な労働者に一票を投じるなど、大きな悪影響を及ぼしていた。党と労働
者大衆の関係が未だうまく処理されていないという状況下で、一部の事業所は依然として同じような問
題を抱えており、選挙過程での中央委員会の請負、指導者による決定など労働者大衆に対して従来の方
式で対応しているところもあった22。
　たしかに、選挙の実施は、それ自体が党委員会派遣制の否定であったとしても、現実的問題として党
委員会派遣制に対する認識は短期間に変えられるものではなく、旧来の慣行へのこだわりは党政指導者
や工会幹部の中にすら根強く存在していた。「党の指導」と「党による幹部の管理」に対する批判が集中
するなかで、労働者の中にも依然として、「選挙がいいとは限らないし、委員会派遣制が悪いとも限らな
い」とし、「人事任用を労働者が決定するなら、党委員会は何を指導するのか」と党や政府の指導を評価
する声もあった。極端な例では、「所詮、如何なる場合も工会を団結させることはできない」というまっ
たく否定的見方すらあった。末端工会の指導幹部とは、事実上、一定の歴史的条件下で形成された党委
員会派遣制によって任命されており、党の第11期三中全会以降、労働者代表大会制の確立と充実化、企
業の自立的管理制度を強化するため、党中央は「党委員会副書記、副工場長に相当する幹部を選定、配
属して、末端工会主席を担当させる」という提案を出していた。このように、党委員会派遣制は新たな
歴史的条件の変化に伴って、その弊害はすでに明白になりつつあったのである23。
おわりに
　これまで見てきたように、工会を中心とする民主化をさらに進める上での大きな転換点となったのが、
87年10月の第13回党大会での趙紫陽党書記代行による「社会の協商と対話」の提唱であり、その重要
な局面をなした企業指導制度の改革であった。これによって工会は、「四っの基本原則」という大きな枠
組のもつ限界を有しながらも、それまで工会組織内部に存在していた党＝国家から相対的に自由な、制
度的多元主義（institutional　pluralism）の可能性をはじめて手にすることとなったのである。社会の組
織間のさまざまな利害と矛盾を制度的かつ中央集権的に処理するために必要なのが、社会における「協
議対話制の確立」であり、社会における協議と対話を制度化して上下が互いに意思疎通し、理解しあえ
るような状態を創り出すことがここで求められた。その際にとりわけ要請されたのが人民政治協商会議
制度の再編成であり、ここで工会、共青団、婦女連合会等の大衆団体は、まずは工会のもつ多元的役割
???????
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が中心となって、新たな枠組の中へと吸収され、制度化されつつあったのである。
　ここで工会の多元的価値がさらに拡大する可能性があるとすれば、それは労働者代表大会制と自立的
管理制度をさらに充実させ、工会組織と労働者代表が企業方針の決定を審議しつつ、使用者指導幹部を
監督し、合法的権益を保護するなどの面で労働者によるイニシアティブを強化し、さらに党委と工場長
をそのプロセスへ参与させることであった。それまでの政治体制改革の客体とされてきた工会は88年、
今度は政治体制改革のプロセスそのものへの工会改革を通した参与を可能にする「工会改革の基本構想」
の採択によって、それまで「三権鼎立」と呼ばれていた静態的関係性の中で埋没することなく、むしろ
この三者の中心的主体として周辺の状況を流動化し、動態的関係性へと変えていくための権利を獲得し
ていったのである。さらに多くの省、市の政府と工会、全国産業工会が、それまでの党＝国家との縦の
関係から、全国的な産業社会への横への関係へと工会の役割を拡大しっつ、産業部と連合会議制度を確
立することとなった。それは全国の末端から各省、国家レベルの上部団体にいたるまで、工会を媒介と
した協商対話制度の立て直しに本格的に着手されたことを意味していた。それ以後、全国の総工会は、
積極的な労働者の参与と社会的監督を実施しっつ、政府の関連会議や活動機構に参加し、労働者個人の
利益に関わる問題の状況に反応し、協議、提案を行った他に、工会幹部、労働者代表と政府、使用者側
指導者の直接協商対話を組織し、規範的制度へと発展させつっあった。ここで若干検討した内モンゴル
自治区総工会及び天津市総工会傘下の末端工会における党の派遣制によらない民主的選挙の実施が工会
活動の自立性と労働者の地位向上に大きく寄与するもであったことは、その具体的例証であったといえ
る。だが、逆にいえば、これが85年の政治過程参加（参政議政）の制度化以来、総工会が政治体制改革
のプロセスに参与しつつ、民主化を達成したピークであり、それによって実現できたもののすべてだっ
た。89年6月の天安門事件後、こうした工会を中心にした自立的企業管理システムの恒久的制度化はも
ろくも挫折し、全て改革前の党＝国家の指導による旧システムに後退してしまったのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（いしい　ともあき）
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